
厚　生　労　働　省



は じ め に

　我が国において、メーカーや問屋などから部品や原材料の提供を受けて、

個人で、または同居の家族と物品の製造や加工を行う「家内労働」は、減少

傾向にあるものの、いまなお製造業を下支えする重要な役割を担っています。

　このような家内労働者の労働条件の向上と生活の安定を図ることを目的と

する法律が「家内労働法」です。

　厚生労働省では、家内労働法に基づいて、家内労働手帳の交付の徹底、工

賃支払いの確保、最低工賃の決定およびその周知、安全および衛生の確保な

どのさまざまな施策を推進しています。

　このしおりは、家内労働法の概要や家内労働に関する施策などを分かりや

すく説明するものです。ぜひご一読いただき、家内労働についての認識を深め、

家内労働法に定める事項が守られているかを点検していただくための一助と

なれば幸いです。
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